
　　定期健康診断　8月8日㈮・8月19日㈫ 一般料金→会員特別料金

基本定健 問診・身体測定・視力聴力検査・血圧測定
胸部X線・尿検査・血液検査等 10,200 円→ 9,400 円

会員特別料金

2025年  公益社団法人 藤沢法人会 充実の内容を短時間で
受診頂けます（約２時間）生生活活習習慣慣病病健健康康診診断断ののごご案案内内生活習慣病健康診断のご案内

健診日・健診会場： 2025年8月7日㈭・8日㈮ 寒川総合体育館（寒川町宮山275）
 2025年8月19日㈫ 藤沢市民会館（鵠沼東8-1）
 2025年9月4日㈭　茅ヶ崎市民文化会館（茅ヶ崎1-11-1）
受付時間：9：30〜11：00（定期健康診断14：00〜15：00）

★ 申し込み方法　別送の封書（６月ごろ到着）をご覧下さい
※従業員・パート等の健診料金は福利厚生費として認められます。但し、役員のみの受診では認められません。詳しくは、税務署法人課税部門へ。

お申込み・健診料金等のお問い合わせ 検査内容・健診結果・事後フォロー・健診相談のお問い合わせ

TEL：03-5767-1714
受付時間（平日）：9:00〜12:00、13:00〜17:00

TEL：03-5767-6162
受付時間（平日）：9:00〜12:00、13:00〜16:30

一般財団法人  全日本労働福祉協会

渉外部 データ管理部
健 康 支 援 課

協会けんぽ（全国健康保険協会）被保険者の方は上記会員特別料金より、さらに9,211円の補助が受けられます。
補助の対象は①総合コース、Ａコースを受診（Ｓコース、基本定健は対象外になります）②35歳〜74歳までの方となり
ます。詳しくは下記へお問い合わせ下さい。

コース名・検査項目 一般料金 会員特別料金 値引き額
総合コース　
Aコース+超音波（腹部、胆・肝・膵・腎・脾５臓器）
+腫瘍マーカー（CEA・AFP・CA19-9）検査+
C型肝炎検査　喀痰検査を専用容器代のみで実施 500 円

54,800 円 39,000 円

A コース
視力検査・聴力検査・呼吸器系・循環器系
・消化器系・腎機能検査・肝機能検査・膵機能検査・
糖代謝検査・高脂血症検査・高尿酸血症検査・
血液検査・便潜血検査・眼底検査・眼圧検査・診察等

29,100 円 22,900 円

S コース
Aコースの消化器系（胃部X線・便潜血）
検査を省略したコース

22,900 円 18,100 円

− 15,800 円

− 6,200 円

− 4,800 円

法人会おすすめ！
一年に一回  
健康診断を  

受けましょう！

　　オプション検査 上記各コース受診の方に対し、
ご希望により行います（別料金）

アミノインデックス検査
1 回の採血で複数のがんの可能性を評価
血液中のアミノ酸濃度からがんである可能性を評価します。

22,800 円

Lox-index 検査（脳梗塞・心筋梗塞の発症リスクの検査）
動脈硬化に関する物質を測定し、将来的危険度を知ることが出来ます。（採血検査） 13,500 円

頸動脈超音波検査　※実施日  8月7日㈭、8月8日㈮、8月19日㈫
超音波画像により動脈硬化の状態がわかり、各疾患（脳卒中、脳梗塞、脳出
血、クモ膜下出血、狭心症、心筋梗塞、甲状腺等）の予防に役立ちます。

7,600 円

女性健診（女性対象超音波検査）
乳房・下腹部（子宮・卵巣）を超音波で検査します。
(女性スタッフが行い下腹部の視診、触診はいたしません）

4,300 円

M
マ ス ト

AST48mix（アレルギー検査）
一度に 36項目（48種類）のアレルギーの原因物質を見つけます。（採血検査）

15,400 円

ABC 検診（胃ガンリスク検診）
ピロリ菌とペプシノゲン検査の結果から、胃がんのリスクを分類します。（採血検査） 4,700 円

C
シ フ ラ
YFRA（肺ガン腫瘍マーカー）

男性・女性問わず近年増加傾向の肺がんに有効です。（採血検査）
3,600 円

前立腺腫瘍マーカー検査（PSA）
前立腺の異常に的を絞って反応し膀胱腫瘍等発見されます。（採血検査） 3,600 円

甲状腺検査　血液中の甲状腺ホルモンバランスを検査 4,900 円

NT- proBNP　心臓への負担を示す検査です。（採血検査） 2,900 円
腸内フローラ検査
腸内細菌を可視化できる検査です（採便後、ご自身でポストへ投函）
※こちらの検査はお申込み後、取り消しや返金がお受けできませんので予めご了承ください

17,800 円

 女性用腫瘍マーカー検査（CA125, AC15-3）
乳がん、卵巣がん検査（採血検査）
※女性健診と一緒にご受診いただけると、より早期発見が可能になります。

3,300 円

※料金はすべて税込
相続における同族会社株式の評価について

相続において相続人間で遺産分割の協議がまとま

らない場合には、家庭裁判所で遺産分割調停を経て

審判を行うことになります。また、遺言があった場

合でも、兄弟姉妹以外の相続人には一定の遺留分が

あり（民 1042）、遺留分侵害額請求権者は家庭裁

判所の家事調停を申し立てることになります。

その場合、私法分野においては同族会社株式の評

価の原則的な方法はＤＣＦ法を採用しています。Ｄ

ＣＦ法は、会社が将来どれだけのお金を稼ぐかを予

想し、その金額を投資のリスクを加味した適切な割

引率で割り引くことにより企業価値を求める方法で

あり、理論的には最も合理的な評価方法として企業

価値評価において広く採用されている方式です（東

高決平 22･ ５･24（カネボウ事件）金判 1345-12

など）。

一方、相続税における評価方法は、大会社は類似

業種比準方式、小会社は純資産価額方式を採用し、

中会社は両方式を併用して評価します。これにより

評価した場合、上記のＤＣＦ法に評価した場合とは

どの程度の開差があるのでしょうか。

東京地裁令和６年１月 18日判決は、被相続人甲

が生前に自己が保有する非上場株式を他社に売却す

るための基本合意を締結していた事件ですが、基本

的な評価方法はＤＣＦ法に基づき、１株の評価額は

105,068 円と評価されていました。その後に甲が

死亡し相続が開始し、相続税申告に際して、相続人

らは対象法人が大会社であることから評価通達の類

似業種比準方式に基づき、１株を 8,186 円と評価

し申告をしています。すなわち、本件では、主にＤ

ＣＦ法を用いた株価が相続税評価額の 12倍以上の

価額となっていることになります。

このことから明らかなように、相続における民事

上の争いが生じた場合には相続税評価額により評価

することが難しい場合があることを認識されて、相

続開始以前に対策を用意する必要があります。

非上場株式についての贈与税の納税猶予（通常「法

人版事業承継税制」といわれています。）を適用し、

生前に贈与を行うことが考えられます。この税制を

適用した場合、①贈与税の納税猶予、②その後の贈

与者の死亡に伴う贈与税の免除、③贈与財産は相続

したものみなされ更なる手続をすることにより相続

税の納税猶予及び④納税猶予をした相続人の死亡に

よる猶予額の免除という一連の手続により贈与税・

相続税を免れることができます（これは特例措置

であり、令和 9年末以降は延長しないこととされ

ています。）。当該株式は生前に生計の資本として贈

与したものであり、相続分の先渡しである特別受益

として法定相続分に加算して具体的相続分を計算す

ることになりますが、特別受益の計算に算入しない

旨を被相続人が遺言により明らかにすれば、それを

除外して具体的な相続分を算出することができます

（民 903③「持戻し免除の意思表示」といいます。）。

しかしながら、遺留分侵害請求においては持戻し免

除の意思表示は効力を有しませんから、経営承継円

滑化法における「遺留分に関する民法の特例」に基

づき、遺留分を有する相続人全員の合意により当該

株式の価額について、遺留分を算定するための財産

の価額から除外する方策を活用することが必要とな

ります。

いずれにせよ周到な準備をすることが必要となる

ことをご理解ください。

東京地方税理士会
藤沢支部　税理士

東京富士大学大学院客員教授
佐藤　繁
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